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Ⅰ 強震動の評価のための試算 
 

 

 想定東海地震の震源領域、断層パラメータ等についてのこれまでの検討を踏まえ（図１参

照）、各アスペリティの地震モーメント、変位量及び応力降下量についての2つのモデル、浅

部地盤の非線形応答の検討等を行い、最大加速度及び最大速度の距離減衰及び、1854年安政

東海地震の震度分布（図２参照）の東側部分の震度との評価を行うため、強震動の試算を行

う。 

 

 

１．各アスペリティの地震モーメント、変位量及び応力降下量 
 

 強震動においてはアスペリティの影響が大きいことから、ミクロ的に見た断層パラメータ

である各アスペリティの地震モーメント（Moai）、変位量（Dai）及び応力効果量（⊿σai）

について、次の２つのモデルを考え試算する。 

なお、これ以外の断層パラメータ等は、前回設定のもとの同一とし、試算する破壊開始点

は、セグメント２の深い所の西側（破壊開始点①）とした。 

 

 

 (1) 変位量一定モデル 

 

  ・各アスペリティの地震モーメントは、各アスペリティでの変位量を一定として、

アスペリティの面積で振り分ける。 

 

   Moai=Moa×Sai／ΣSai 

                     Moai：i番目のアスペリティのモーメント 

                     Sai ：i番目のアスペリティの面積 

 

・各アスペリティの応力降下量は、次の地震モーメントとアスペリティ面積との関

係式から算出する。 

  

    ⊿σai＝2.5Mai／Sai３／２ 

                     ⊿σai：i番目のアスペリティの応力降下量 

 

・各アスペリティの変位量は、アスペリティ内のプレート間のカップリングレイト

を１と仮定し、約150年間に相当するプレートの沈み込み量「5.25m」とした（プレ

ートの沈み込む速度≒3.5cm/yr）。 
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(2) 応力降下量一定モデル 

 

  ・各アスペリティの地震モーメントは、各アスペリティでの応力降下量を一定とし

て、アスペリティの面積の3/2乗の重みで振り分ける。 

  

  Moai=Moa×Sai３／２／ΣSai３／２ 

                     Moai：i番目のアスペリティのモーメント 

                     Sai ：i番目のアスペリティの面積 

 

・各アスペリティの応力降下量は、次の地震モーメントとアスペリティ面積との関

係式から算出する。 

  

    ⊿σai＝2.5Mai／Sai３／２ 

                     ⊿σai：i番目のアスペリティの応力降下量 

 

・各アスペリティでの変位量は、次の地震モーメントとアスペリティ面積との関係

式から算出する。 

  

    Moai＝μDaiSai 

                     Dai：i番目のアスペリティの変位量 

 剛性率μは次式から求める。 

μ＝ρＶs２ （密度ρ＝2.8g/cm３,Ｓ波速度Ｖs＝3.82km/S） 
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２．地下構造 
 

 

 地下構造は、Ｓ波速度Ｖs に応じ、①Ｖs＞3000m/s ②500m/s＜Ｖs＜3000m/s ③Ｖs＜

500m/s の３区分において以下のとおりに設定した。 

  

(1)速度構造 

 

①Ｖs＞3000m/s の速度構造 

 Ｖs＞3000m/s の層は、岩盤層に相当し、Ｐ波及びＳ波速度は、防災科学技術研究所

での震源決定に用いられている地盤構造を参照し作成した。 

     

②500m/s＜Ｖs＜3000m/s の速度構造 

 この範囲の速度層については、いくつかの領域で、弾性波探査、常時微動探査によ

り求められている。これらの構造を基にして、対象領域内の構造を内挿により推定し

た。その際、重力異常、深層ボーリングデータ及び地質構造を参照とした。Vs～500m/s

の比較的浅い部分については、ボーリング孔を利用したＰＳ検層結果を参照した。ま

た、Ｎ値の求められているボーリング地点については、Ｎ値とＳ波速度との関係を統

計的に求め、それによりＳ波速度を推定し、Ｐ波速度及び密度等については、物理探

査学会（1989）に示された関係式から推定した。 

 

③Ｖs＜500m/s の速度構造 

K－net 観測点においては、PS 検層結果による地盤構造を基に速度構造を作成する。こ

の速度構造と、観測された自然地震の波形解析により得られた各観測点での表層伝達関

数との比較し、速度構造の微修正を行った。 

 

 

(2)Ｑ構造 

 

①Ｖs＞3000m/s のＱ値 

 最上部マントル、下部地殻、上部地殻及びＶs＞500m/s の層を含む範囲での見かけのＱ

値は、多くの研究例がある。 

 既往文献によりもとめられている値の例は次のとおり 

 ・Aki（1980）       南関東地域   Ｑ＝170f0.6 

                北関東地域   Ｑ＝120f0.8 

   ・佐藤（1984）      世界各地    1Hz 付近で 100 程度 fn のｎは 0.5～0.9 

                関東地方    ｎ＝0.7 

   ・岩田・入倉（1986）   日本海中部地震 Ｑ＝100f0.6 

   ・木下（1993）      関東地域    Ｑ＝100f0.7 

   ・Kinoshita（1994）    南関東地域   Ｑ＝130f0.7 

   ・佐藤他（1994）     仙台地域    Ｑ=110f0.69 

   ・加藤他（1998）      東北太平洋岸  Ｑ＝80f1.0 

   ・Yoshimoto et al(1993)  関東地方    Ｑ＝83f0.73 

 

図３に佐藤（1984）のＱ値の解析結果を示す。この図から、平均的には「Ｑ＝100f0.7」

であることがわかる。また、データが多数分布する領域の境界は、「Ｑ＝150f0.7」であ

ることがいえる。 
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図４に想定東海地震の震源領域で発生したＭ５から６程度の地震の記録解析から得

られたＱ値を示す。この結果からも、平均的にみると周波数の 0.7 乗に比例し、上記

のＱ＝100f0.7とＱ＝150f0.7の中間に分布していることがわかる。 

 これらにより、Ｖs＞3000m/s のＱ構造として、平均的なものとしてＱ＝100f0.7 を採

用することとする。 

なお、中部地方は、他の地方に比べ地盤が固く地震波の減衰が小さい可能性もある

ことから、これら地域については、Ｑ＝150f0.7の場合についても試算し検討する。 

 

  ②500m/s＜Ｖs＜3000m/s のＱ値 

 この速度層に対するＱ値の解析例が少ない。一般的には、上記の場合よりは小さい

と考えられるが、ここでは、上記の平均的なＱ値と同じ、Ｑ＝100f0.7を用い試算する。 

 

③Ｖs＜500m/s のＱ値 

ボーリングにより採取された不撹乱材料を用いた室内土台試験（動的変形特性試験）

結果を図５に示す。また、土質毎に分類した頻度を図６に示す。この図から、減衰乗

数、ｈ＝0.015 の場合が、土質によらず頻度が集中していることからが認められる。減

衰乗数とＱの関係（２ｈ＝１／Ｑ）から、Ｑ＝35 とする。 
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３．浅部地盤の非線形応答 

 

 
浅部地盤の強震動計算においては、線形応答ではなく非線形応答を導入すべきであると指

摘されている。このための近似的な手法として広く用いられているものに、等価線形手法が

ある。しかしながら、この手法は、地盤の卓越周期よりも短周期領域の地震波形やひずみレ

ベルが 10-3～10-2を超える強震動の場合は応答が小さくなる、逆に、地震波形の周期が地盤の

固有周期に近くなった場合には応答が大きくなるとの問題点が指摘されている。 

 

一方、残留ひずみ等の地盤の非線形性が考慮できる解析プログラムに、YUSAYUSA-2 がある。

このプログラムは、有効応力解析、ひずみに依存する非線形性の考慮、繰り返しせん断によ

る過剰間隙水圧の発生の考慮及び、過剰間隙水圧の消散，その過程における地下水の流れ，

地下水位の変化など考慮等の特徴を持つ。しかし、このような非線形性を考慮した計算方式

は、一般的には広く利用されてはいない。 

 

ここでは、非線形効果の妥当性を見るため、等価線形手法及び、YUSAYUSA-2 を適用して強

震動の試算を行った。計算手順の概念を図７に示す。 

 

なお、YUSAYUSA-2 この場合の、応力－ひずみ関係モデルは，Ramberg-Osgood モデル（修正

R-O モデルと呼ばれることもある）を採用した。 
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４．強震動試算の結果 
 

 

 線形の場合の強震動の試算の距離減衰を、図８、９に示す。最大加速度の距離減衰は、震

源近傍を除き、経験式に比べやや大きいものの、ほぼ妥当な傾向を示していると思われる。

また、最大速度の距離減衰についても、震源近傍を除き、妥当と考えられる。 

 

非線形の場合の強震動の試算の例を、図１０に示す。震源近傍の強震動の振幅については、

経験式にほぼ適正に補正できた。しかし、震源から離れた地点の強震動については、小さく

なりすぎている。図１１に、等価線形と非線形のそれぞれについて、線形の場合の最大加速

度、最大速度及び計測震度がどのように変化したかの傾向を示す比較図を示す。これらから、

等価線形及び非線形による強震動の計算は、大きくなりすぎたり、逆に小さくなりすぎたり

する補正が加わっている。即ち、実際には地盤が悪く揺れが大きくなる地点が、非線形を適

用すると、その場所はあまり揺れない場所となってしまい、現実とは合わない結果となる。 

 

 今後、非線形の適用にあたっての実際の観測波形と地盤定数の関係等についての調査・調

整を行い、安政東海地震の東側部分の震度分布との整合性をとった上で、想定東海地震によ

る強震動分布の全体評価を行うこととする。 
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Ⅱ．駿河湾周辺での津波の試算 
 

 

  第７回調査会では、想定震源域により発生する津波のケースを基本とするいくつかの

ケースについて津波伝播試算を行い、1854年安政東海地震津波の実測値との比較を行っ

た。その際、計算は沿岸までの伝播のみ扱ったが、今回は陸上への遡上についても計算

を行って安政の津波と比較した。この場合、詳細な遡上計算では当時の状況をできるだ

け復元することが重要である。 

 

 

１．安政地震津波発生時の状況の復元 
 
 詳細な遡上計算の結果と安政東海地震の津波との比較を行うにあたっては、地震（津波）

発生時の状況をできるだけ復元しておくことが求められる。今回の試算では、以下の要素に

ついて考慮した。 
 

・潮位の考慮 
 理論潮汐計算で安政東海地震発生の当年当日当時刻の潮位を求めると、満潮水位にあたる

T.P 上おおよそ 50 ㎝であることが分かったので、試算時にはこのレベルを津波来襲前の水位

として考える。なお、これは、安政東海地震発生時は満潮時であったとされていることと調

和している。 
 

・地殻変動の考慮 
 安政東海地震当時の標高を復元するには、地殻変動による影響を考慮する必要がある。地

殻変動には、地震時に発生するものと、地震と地震の間の期間においてフィリピン海プレー

トの沈み込みに伴い地殻変動が定常的に進行しているものとがある。今回の試算では、後者

の長期的な地殻変動による影響を補正して安政東海地震後の地形の標高を復元し、この地形

に対して津波の試算を行った。長期的な地殻変動の補正は、地殻変動が一定速度で進行した

と仮定し、国土地理院の水準測量の約 95 年間の垂直変動（1988～1999 年実施の測量と 1883
～1913 年実施の測量との差を取る）から外挿して、1854 年安政東海地震直後の標高とした。 

 
・陸上の土地利用形態等の考慮 
 陸地では 1854 年当時は現在のような住宅等構造物の存在する市街地は少なかったと考え

られるため、陸上での粗度係数を田畑での値に相当する 0.02 とする。また、現在の沿岸堤防、

河川堤防等の線形構造物は考慮しないが、埋立地等は現在の地形をそのまま使用する。 
 

 

２. 津波の試算方法 

 

 津波の試算方法については、今回新たに行った遡上計算の他は、基本的には第７回調査会

で示した方法と同じである。 

 

（１）津波波源 

・想定震源域またはそれに矩形断層を加えたものについて、弾性体理論に基づき海底地殻変

動（垂直変動量）を求める。 
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・海面初期変位は、上で求めた海底地殻変動と等しいとし、全地点で時間差なしに与えられ

るとする。 

 

（２）津波伝播・遡上計算 

・深い海域においては線形長波理論により、また、浅い海域においては海底での摩擦及び移

流を考慮した非線形長波理論による。 

・陸上の遡上部分においては、家屋等、障害物の効果は粗度係数で表現する。 

・試算は差分法により数値的に行う。計算は、深海部の大きな（1,350m）メッシュ領域から、

沿岸部に近づくにつれてより小さな（450m、150m、50m）メッシュ領域を設定して行う（遡

上域は 50m メッシュ）。 

・陸地地形データは、国土地理院発行の 50m メッシュ標高データ及び一級河川横断断面図を

用いて作成する。 
・海底地形データは、水路部発行の、沿岸の海の基本図（縮尺：1/10,000～1/50,000）及び海

図（港泊図。縮尺 1/3,000～1/15,000）を用いて作成する。 
・試算結果と 1854 年安政東海地震の際の津波との比較を行うため、沿岸での津波の高さ及び

遡上高を算出する範囲は駿河湾周辺とした。 
 
 

３．津波の試算のケース分け 
 
  想定震源域の断層運動による津波のケースを基本とし、これに加えて、想定震源域の途

中から枝分かれ高角逆断層が派生するケース、破壊がトラフ軸まで及ぶケースについても

計算を行った。各ケースの設定は以下の通りで、第７回での設定と同じである（図１２参

照）。 
 
ケース１： 想定震源域による津波 

 ３次元的に複雑な曲面構造を持つ想定震源域を、強震動予測での手法と同様に

0.05°間隔に配置した多数の小断層で近似して計算を行う（これを断層Ｔとする）。

これらの小断層の断層パラメータの変位量は一様とし、走向、傾斜及びすべり角

は強震動試算と同じとした。 
 
ケース２： 想定震源域に加え、東海断層系が破壊した場合の津波 

想定震源域（断層Ｔ）の破壊の途中で、想定震源域内の東海断層系の高角逆断

層が枝分かれ的に派生し、浅部まで破壊が及ぶ場合を試算する。高角逆断層は矩

形断層Ｄで近似する。 
 
ケース３： 想定震源域に加え、トラフ軸まで破壊した場合の津波 

破壊が、想定震源域（断層Ｔ）のみでなく、トラフ軸まで破壊した場合の津波

を試算する。想定震源域の外側（東～南東～南）で破壊するトラフ軸までの領域

を、３枚の矩形断層Ａ，Ｂ，Ｃで近似する。 
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４．津波試算の結果 
   
今回の試算結果における相田のＫ及びκは以下の通りである。 

 
(海岸水位) 

 ケース１ ケース２ ケース３ 
 Ｋ 1.68 1.68 1.30 
κ（分散） 1.20 1.20 1.27 

 
(遡上高) 

 ケース１ ケース２ ケース３ 
 Ｋ 1.52 1.52 1.16 
κ（分散） 1.25 1.25 1.30 

 
 
これらから、ケース１とケース２の津波の試算結果はほとんど同じで、駿河湾の津波に

は東海断層系による津波は影響しないこと、ケース１に比べ、ケース３の方が津波の試算

値は大きな値を示すが、κは逆にケース１の方が小さく、全体的な分布パターンとしては、

ケース１の方が実際に近いように思われることについては、前回の検討と同じである。 
  
 ケース 1 の遡上高が、実測値に比べ小さい原因として、以下の２つの可能性が考えられ

る。 
① 遡上計算のパラメータ等の設定が適当でなく、遡上が実際よりも小さい。 
② 断層のすべり量が、2.85m と小さく、全体として津波が小さくなっている。 
 

今後、遡上計算のパラメータ等の調整及び、深さ 20km 付近の剛性率をもとに推定した断

層のすべり量を、より浅い部分の剛性率をもとに推定する等の調整を行い、遡上高がより実

際に近くなるよう調整する。 
また、その結果を用いて、想定東海地震による津波の全体評価を行う。 

 
 

※ 相田の K 及びκは、津波再現計算の結果の信頼度を判定する際に通常使われるもので

あり、それぞれ、［実測値と計算値の比］の幾何平均及び幾何分散に相当する。K 及び

κの値が小さいほど試算値が実測値に近いことを表している。これらの定義は次の通

り。 
 

実測値を Xi、計算値を Yi とし、Ki≡Xi／Yi、n を比較を行うデータの総数とすると、 
 
 logK≡（1/n）ΣlogKi 
 logκ≡｛（1/n）Σ(logKi)2 －(logK) 2｝1/2 
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